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令和４年９月２７日 

 

職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（案）概要 

 

１ 定年引上げについて 

  職員の定年を次の表のとおり６０歳から６５歳まで２年に１歳ずつ段階的に引き

上げる。 

期  間 定年年齢 

令和 ５年４月１日から令和 ７年３月３１日まで ６１歳 

令和 ７年４月１日から令和 ９年３月３１日まで ６２歳 

令和 ９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３歳 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４歳 

令和１３年４月１日から ６５歳 

  ※ 保健所に勤務する医師及び歯科医師で、職員の給与に関する条例第５条第１

項第３号に規定する医療職給料表(一)の適用を受ける職員の定年は、現行どお

り６５歳とする。 

 

２ 管理監督職勤務上限年齢制の導入について 

 ⑴ 管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職について 

   職員の給与に関する条例第１０条第１項（※）及び幼稚園教育職員の給与に関

する条例第９条第１項の規定により管理職手当の支給対象となる職とする。 

  ※ 保健所に勤務する医師及び歯科医師（職員の給与に関する条例第５条第１項

第３号に規定する医療職給料表（一）の適用を受ける職員）が占める職を除く。 

 ⑵ 管理監督職勤務上限年齢について 

   管理監督職勤務上限年齢は、６０歳とする。 

 ⑶ 管理監督職勤務上限年齢制による降任等の特例（特例任用）について 

   次のいずれかに該当する管理監督職勤務上限年齢制の対象職員については、他

の職に異動することで、公務の運営に著しい支障が生ずる場合には、１年を超え

ない範囲で異動期間を延長し、引き続き管理監督職を占めたまま勤務させること

ができる。 

  ア 勤務延長型特例任用による異動期間延長の事由 

    任命権者は、役職定年により降任するべき職員について、次のいずれかの事

由に該当する場合には、異動期間を延長し最長３年間まで、留任させることが

できる。 

   （ア） 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当

該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができ

ず公務の運営に著しい支障が生ずること。 

   （イ） 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職



 

員の他の職への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運

営に著しい支障が生ずること。 

   （ウ） 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別

の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著し

い支障が生ずること。 

  イ 異動可能型特例任用による異動期間延長の事由 

    職務内容が相互に類似する複数の管理監督職で、容易に欠員補充することが

できない特別な事情があるものとして特別区人事委員会規則で定めるグループ

に属する職員の降任により、当該管理監督職に生ずる欠員を容易に補充するこ

とができず業務の遂行に重大な障害が生ずる場合、異動期間を延長し最長５年

間まで、同グループ内で留任、降任又は転任させることができる。 

 

３ 定年前再任用短時間勤務制の導入について 

  任命権者は、６０歳に達した日以後に退職をした者を、従前の勤務実績その他の

特別区人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職に採用

することができる。 

 

４ 暫定再任用制度について 

  本条例の改正による定年の引上げに伴い、現行の再任用制度は廃止されるが、定

年の段階的な引上げ期間において年金受給開始年齢までの継続的な勤務を可能と

するため、現行と同様の暫定的な再任用制度を設ける。 

 

５ 情報提供及び勤務の意思の確認 

  任命権者は、当分の間、職員が年度末年齢５９歳となる年度において、６０歳に

達する日以後に適用される必要な情報を提供するとともに、同日の翌日以後にお

ける勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

 

６ 施行期日等 

  令和５年４月１日 

  ※ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員の採用手続については、施

行期日前においても行うことができることとする。 

 

７ その他 

  本条例の改正に伴い、付則で「職員の再任用に関する条例」を廃止する。 


